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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第１区分
【発行日】平成22年9月16日(2010.9.16)

【公表番号】特表2006-515983(P2006-515983A)
【公表日】平成18年6月15日(2006.6.15)
【年通号数】公開・登録公報2006-023
【出願番号】特願2004-527956(P2004-527956)
【国際特許分類】
   Ｃ１２Ｎ  15/09     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  31/404    (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  31/496    (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  31/497    (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  31/506    (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  31/517    (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  45/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  35/00     (2006.01)
   Ｃ０７Ｋ  16/18     (2006.01)
   Ｃ０７Ｋ  19/00     (2006.01)
   Ｃ１２Ｎ   1/15     (2006.01)
   Ｃ１２Ｎ   1/19     (2006.01)
   Ｃ１２Ｎ   1/21     (2006.01)
   Ｃ１２Ｎ   9/12     (2006.01)
   Ｃ１２Ｐ  21/02     (2006.01)
   Ｃ１２Ｐ  21/08     (2006.01)
   Ｃ１２Ｑ   1/48     (2006.01)
   Ｃ１２Ｑ   1/68     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  33/15     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  33/50     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  33/53     (2006.01)
   Ｃ１２Ｎ   5/10     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ１２Ｎ  15/00    ＺＮＡＡ
   Ａ６１Ｋ  31/404   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/496   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/497   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/506   　　　　
   Ａ６１Ｋ  31/517   　　　　
   Ａ６１Ｋ  45/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/00    　　　　
   Ｃ０７Ｋ  16/18    　　　　
   Ｃ０７Ｋ  19/00    　　　　
   Ｃ１２Ｎ   1/15    　　　　
   Ｃ１２Ｎ   1/19    　　　　
   Ｃ１２Ｎ   1/21    　　　　
   Ｃ１２Ｎ   9/12    　　　　
   Ｃ１２Ｐ  21/02    　　　Ｃ
   Ｃ１２Ｐ  21/08    　　　　
   Ｃ１２Ｑ   1/48    　　　Ｚ
   Ｃ１２Ｑ   1/68    　　　Ａ
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   Ｇ０１Ｎ  33/15    　　　Ｚ
   Ｇ０１Ｎ  33/50    　　　Ｚ
   Ｇ０１Ｎ  33/53    　　　Ｄ
   Ｃ１２Ｎ   5/00    　　　Ａ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成22年7月23日(2010.7.23)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
ＰＤＧＦＲα　Ｃ末端チロシンキナーゼドメインと、Ｆｉｐ１Ｌ１のキナーゼ活性化ドメ
インを含むＮ末端ドメインとを含む融合ポリペプチドであって、該融合ポリペプチドは、
構成的に活性化されたキナーゼ活性を有し、その天然に存在する環境以外で存在し、かつ
転座事象の産物ではなく、該キナーゼ活性化ドメインの配列は、
　配列番号１の残基１～２７２；
　配列番号２の残基１～２５７；
　配列番号３の残基１～２４９；
　配列番号４の残基１～２３４；
　配列番号１の残基１～３３９；
　配列番号２の残基１～３２４；
　配列番号３の残基１～３１６；および
　配列番号４の残基１～３０１
からなる群より選択される、融合ポリペプチド。
【請求項２】
前記融合ポリペプチドが、ヒトポリペプチドである、請求項１に記載の融合ポリペプチド
。
【請求項３】
配列番号０１、配列番号０２、配列番号０３および配列番号０４から選択される配列と同
じであるかまたは少なくとも９５％同一であるアミノ酸配列を有する、請求項１～２のい
ずれか１項に記載の融合ポリペプチド。
【請求項４】
請求項１～３のいずれか１項に記載の融合ポリペプチドをコードする、その天然に存在す
る環境以外で存在するポリヌクレオチド。
【請求項５】
配列番号０５、配列番号０６、配列番号０７および配列番号０８ならびにそれらの相補体
から選択される配列、または配列番号０５、配列番号０６、配列番号０７および配列番号
０８ならびにそれらの相補体から選択されるポリヌクレオチドにストリンジェントな条件
下でハイブリダイズする配列と、同一である残基の配列を有する、請求項４に記載のポリ
ヌクレオチド。
【請求項６】
請求項４または請求項５に記載のポリヌクレオチドを含む細胞。
【請求項７】
宿主が過剰増殖性疾患状態に罹患しているか否かの決定にあたって補助する方法であって
、該方法は、以下：
　請求項１～３のいずれか１項に記載の融合ポリペプチドまたはそのコード配列を含むヌ
クレオチドの存在について該宿主から得たサンプルをアッセイし、それによりアッセイ結
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果を得る工程であって、ここで該アッセイ結果を、該宿主が該過剰増殖性疾患状態に罹患
しているか否かを決定するために、利用し得る工程
を包含する、方法。
【請求項８】
前記アッセイ工程が、前記ポリヌクレオチドの存在について前記サンプルをスクリーニン
グする工程を包含する、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
請求項１～３のいずれか１項に記載の融合ポリペプチドの活性を阻害する薬剤を同定する
方法であって、該方法は、以下：
　該融合ポリペプチドを、試験薬剤と接触させる工程；および
　該融合ポリペプチドの活性に対する該試験薬剤の効果があればこれを決定する工程、
を包含する、方法。
【請求項１０】
請求項１～３のいずれか１項に記載の融合ポリペプチドの、そのコード配列からの発現を
阻害する薬剤を同定する方法であって、該方法は、以下：
　該コード配列を試験薬剤と接触させる工程；および
　該コード配列からの該融合ポリペプチドの該発現に対する該試験薬剤の効果があればこ
れを決定する工程、
を包含する、方法。
【請求項１１】
サンプルにおける請求項１～３に記載の融合ポリペプチドの存在について該サンプルをス
クリーニングする方法であって、該方法は、以下：
　（ａ）該サンプルの残留する成分からチロシンリン酸化タンパク質を分離し、サンプル
由来のチロシンリン酸化タンパク質集団を産生する工程；および
　（ｂ）該サンプル由来のチロシンリン酸化タンパク質集団の成分メンバーを、前記ＰＤ
ＧＦＲα　チロシンキナーゼドメインと、前記Ｆｉｐ１Ｌ１のキナーゼ活性化ドメインと
の存在について評価する工程、
を包含する、方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２０】
　本発明の融合ポリペプチドは、代表的に、第４染色体キナーゼ活性化タンパク質の一部
のみを含み、従って、これらはこのタンパク質のアミノ酸配列全体を含まない。この部分
は、代表的にこのタンパク質のＮ末端の部分またはドメインであり、融合タンパク質にお
いてＣ末端キナーゼドメインに融合する場合、融合タンパク質のキナーゼドメインの構成
的活性化をもたらす。本発明の融合ポリペプチドに存在するこの部分またはドメインの長
さは、代表的に、この部分の元の全長第４染色体タンパク質より、少なくとも約１％短く
、通常少なくとも約５％短く、より通常は少なくとも約１０％短い（残基数に関して）。
多くの実施形態において、本発明の融合ポリペプチドにおいて見出されるＮ末端第４染色
体キナーゼ活性化ドメインは、少なくとも約５０残基であり、通常は少なくとも約１００
残基であり、より通常は少なくとも約２００残基であり、ここで、このＮ末端ドメインの
長さは、多くの実施形態において代表的に、約５０～約３５０残基、通常は約２００～約
３５０残基、そしてより通常は、約３００～約３５０残基である。
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